
中期利益・資金計画策定システムⅡ 運用マニュアル
Ⅰ．中期利益・資金計画システムの考え方
１．中長期利益・資金計画システムとはなにか
(1)まず結論を

本書の中長期利益・資金計画策定システムを使うことによって，①今後５年間の経営力をシミュレーションすることができる。シミュレーションの結果は，貸借対照表，損益計算書，キャッシュフロー計算書，格付け評価・経営分析として出力される。②入力は１ヶ年の貸借対照表，損益計算書だけ。基礎データ入力にかかる時間は３０～４０分もあれば十分。③操作もいたって簡単。基本となるシミュレーションが，マクロ（プログラム）として登録されているので，１０分程度で１回のシミュレーションが可能。これが，本システムの内容である。

(2)経営計画を計数で具体化

経営戦略を立案し，経営計画を策定・実現すると経営力は向上する。経営力とはなんだろう。社会的な評価，売上高，利益，高い給与水準と色々ある。これらの総合的な評価は，企業の財務諸表に現れている。経営計画を実現し，どのような財務体質を実現するのかといった計数計画が経営計画として立案されていないと，抽象的な経営計画になってしまう。
例えば，経営計画を達成し利益が増加したとしても，運転資金が増加し資金繰りに窮するようでは，計画が達成したとは言えない。

実現可能性の高い経営計画を立案し，常に実績と対比させることで，経営計画の実現を支援しなければならない。

理論上はこの通りであるが，いままでは実現するのが大変だった。本システムを使えば，経営計画の計数目標を具体的に提示し，中期計画についての進捗管理を簡単に行なうことができる。

(3)5ヶ年の財務シミュレーション
ドックイヤー（今はマウスイヤーとも）といわれるほど経済・経営環境の変化は著しい。こんなときこそ，経営計画を立案し，経営の方向性を明確にした経営をおこなわなければならない。

そのためには，常に，長期，中期，短期での計画を見直しながら経営の舵取りをしなければならない。本システムは，簡単に５ヶ年間の財務シミュレーションができるので，中長期計画を見直しながら，短期計画に反映させるという，ローリングプランを実務ベースで実行できる。
理論はあっても，実務上ほとんど不可能（一部の大企業を除く）に近かった，５ヶ年の財務シミュレーションを，だれでもできるようにしているのが，本システムである。

以下の(4)～(6)は新システムとして生まれ変わった，中期利益・資金計画の特徴である。

(4)リスケジュールのための計画策定に活用できる
平成21年度は過去最高のリスケジュール件数だった。厳しい経済のなかで，借入金を返済できず，返済計画を見直さなければならない経営が続いている。このさい，金融機関には中長期の経営計画を提出しなければならない。長期借入金が２グループ１０口（１グルーループ５口×２），短期借入金も２グループ６口（１グルーループ３口×２）用意されているので，借入条件を簡単に変更しながらリスケジュールのための経営計画を策定できる。
この長短期借入金の借入条件一覧表も，長期で最大３０年，短期で６年間の条件をマクロボタンを押すだけで入力・設定ができるようになっており，借入条件を変更した据え置き返済，一括返済も対応している。
また，従来のシステムマクロボタン１つを押すだけで概算の借入返済にも対応しているため，上記のように，現在の借入条件等を入力しなくとも，シミュレーションが可能だという長所を継承している。

(5)各企業の金融機関からの評価（格付け評価）がシミュレーションできる
従来までの中期利益・資金計画システムでは，経営分析は出力されていたが，金融機関の格付け評価を基礎に考えたものではなかった。今回のシステムでは，金融機関が行っている格付け評価に近い形での，経営分析の評価が５年間実施されるので，金融機関との交渉として活用しやすくなっている。
また経営分析だと点数化しても分かりにくかったが，格付け評価の方法を取り入れることによって，金融機関が当社をどのように評価しているのかといった客観的な評価も分かってくるし，金融機関とお付き合いするためには，どのような部分を強化・改善しなければならないかといった経営力の改善ポイントも明確になってくる。

(6)きめ細やかで，簡単にシミュレーションをできるようになった

      画面をみてわかるが，いたる所にプログラムを実行するボタンが配置されている。一見煩雑そうにみえるが，慣れてくると通常のExcelの使い方はなんだったのだろうと思うに違いない。

      数字を入力してシミュレーションして答えを出すのだが，当然，５期間入力しなければ５期間の推移はみられない。新システムでは，ボタン１つで，５期間のデータを一気にセットする，５期間の格付けの推移がわかるといったシミュレーションをするための操作性を格段に改善している。頭で思い描いたスピードでシミュレーションが可能になっている。
      そのためには，経営計画策定の論理を理解し，簡単な操作方法を覚えなければならない。

２．中長期利益・資金計画の体系
中長期利益・資金計画は３つのサブシステムから構成されている。１番目がシミュレーションの基礎になる貸借対照表，損益計算書の入力である。２番目がシミュレーションの実施である。３番目がシミュレーションの結果自動作例される，貸借対照表，損益計算書，キャッシュ・フロー計算書，経営分析と格付けといった資料等である。

(1)基礎データ入力

最初は，シミュレーションに必要な基礎データの入手と入力を行う。必要なデータは最新の決算書である，貸借対照表，損益計算書，製造原価報告書となる。

メニュー№0～№3までが基礎データ入力となる。

(2)シミュレーションの実施

基礎データを元にシミュレーションを行なう。伸び率，回転率等を使用する。また，設備投資については予想される年度と投資額，借入金については借入れ・返済予定年度と金額にもとづいてシミュレーションを行なう。前述したが，借入については①当社の実際の借入内容を入力・変更する方法と，②概算で計算する方法の２つが用意されている。
 メニュー№4～№10までがシミュレーションを実施するシートである。シミュレーションのメインは，№4のシミュレーション であり，この基本的なシミュレーションを補完するのが，他の№5～№10までのメニュー（各シート）となっている。
(3)結果の出力

シミュレーションによって，貸借対照表，損益計算書，キャッシュフロー計算書といった財務諸表だけでなく，営業資金，付加価値，経営分析と格付け，といった経営力の改善を判断できる経営管理資料まで自動作成されている。

メニュー№31～№39までがシミュレーション結果が作成されているシートである。基本的に入力は必要なく，前述したシミュレーションの結果が反映されている。
(4)借入金の一覧表

当社の実際の借入条件を反映させるための長期借入金の入力シートが№51～№60まで，短期借入金が№61～№66まで用意されている。

Ⅱ． 基礎データ入力
基礎データは，①製造原価報告書，②損益計算書，③貸借対照表の順番で入力します。製造原価報告書で計算された当期製品製造原価が損益計算書にセットされます。次に貸借対照表を入力します。この順番で入力すると，チェックがやりやすくなります。

最終年度の決算書を，必ず千円単位四捨五入した金額で入力してください。１～３程度金額の不一致が生じますが，判断を大きく誤らせることはありません。１～３以上の不一致が発生した場合は，根本的な入力ミス（桁間違いでの入力等）があります。

切り捨てで入力してもかまいません。その場合，１～７円程度の不一致が発生しますが，どの勘定科目で金額をあわせてもかまいません。切り捨て入力の場合，２桁（１０以上）の不一致が発生した場合は，根本的な入力ミスがあります。

個々の借入金の実際条件の入力（メニュー№51～№66）だけは，円単位での入力です。ここで千円単位の入力を行うと，千倍の借入，返済が実行されてしまいますので注意して下さい。

１．基本項目の設定  メニュー№0 基本項目の設定を左クリック
(1)システムを使用する者，会社名，最終決算年度等の設定
      会社名が入力されることで，システムが使用されているかどうか判定されます。イ）最終決算年度の開始年を入力することで各５期間の年が，ロ）最終決算期を入力することで各５期間の会計期間が，ハ）決算開始月を入力することで毎月の借入金の返済条件（元金，支払利息）を設定します。この項目が入力されていないと，シミュレーションができません。

(2)従業員数の入力

当社の就業規則の１日の勤務時間を基準に，パート社員，アルバイト社員の社員数を計算します。ここで計算された従業員数から１人当たりの生産性や，人員増減のシミュレーション行う際の，１人当たりの人件費を計算しています。
(3)法人税，住民税（法人都民税，法人府民税，法人県民税，法人市民税）の計算基礎

上記法人税等を計算するための，税率，税額を設定し，シミュレーションで計算された税引前利益から，法人税等を計算しています。 
旧システムでは，実効税率４２％で計算していましたが，新システムでは企業の資本金等の規模に応じた税率を自動選択して法人税等を計算しています。

この(1)～(3)までは，シミュレーションを実施するための基本となる項目なので，必ず設定しなければなりません。

２．製造原価報告書  メニュー№1 製造原価の入力を左クリック
(1)材料費

製造原価報告書は製造業用に作られていますが，建設業，運送業の場合は読み替えて使用して下さい。材料費は全て変動費としています。

(2)労務費

人に係る費用を入力します。勘定科目は各社の実態にあったように変更してもかまいません。労務費の金額で１人当りに人件費を計算しています。初期値では全て固定費と設定されていますが，業務によって変更してもかまいません。必ず，固定費，変動費の割合を設定してください。固定費割合を設定すると，変動費割合が設定されます。
(3)製造経費

減価償却費は変更できませんが，他の勘定科目は各社の実態にあわせて自由に変更してもかまいません。特に製造経費については，企業の実態にあわせて，固定費，変動費の割合を設定します。必ず，固定費，変動費の割合を設定してください。固定費割合を設定すると，変動費割合が設定されます。
(4)仕掛品

仕掛品については，各社の製造原価報告書の金額をそのまま入力します。仕掛品についての固定費と変動費の割合は，当期製品製造原価に占める，変動費の割合を１００％として処理しています。
(5)人件費，経費の設定
  製造経費のＡ列の経費と表示されています。これはシステム上すべて諸経費として取り扱うという判断です。諸経費に人件費が入っている場合は，Ａ列を 人件費 に変更することで，シミュレーション上は人件費として取り扱われます。

(6)端数の調整

  千円単位の四捨五入でデータを入力しても，どうしても最後の当期製品製造原価は決算書と一致してこない場合が多いようです。四捨五入で入力していれば誤差の範囲は１～５程度でしょう。切り捨てでは誤差の範囲は１～１０位になってきます。誤差の範囲がこの程度であることを確認して，差額を雑費で調整して下さい。
  ここでいったん金額を調整しておかないと，当期製品製造原価が損益計算書に転記されますので，さらに誤差の範囲が拡大して調整が面倒になるためです。

３.損益計算書

(1) 売上高・仕入高

売上高，仕入高はそれぞれ値引き等の金額を控除して入力します。損益計算書に数種類の売上高が記載されている場合は，合計金額で入力します。シミュレーションの段階で，１５品群までの商製品に区分して５ヶ年間の売上予算を設定することができます。

(2) 販売管理費

①貸倒引当金繰入額，外注費，減価償却費，繰延資産償却の勘定科目（青いフォントで表示）は変更することはできません。

②上記①以外の勘定科目は自由に変更できます。各社で使用している勘定科目に変更しておいたほうが，あとで使用するのに楽になってきます。

③空白行を自由に使って下さい。勘定科目が足りない場合は，会社で使用している勘定科目を合計して使用して下さい。（例　新聞図書費を雑費に含めて入力する）

④製造経費同様，会社の実態にあった固定費，変動費の割合を設定します。

⑤販売管理のＡ列の経費と表示されています。これはシステム上すべて諸経費として取り扱うという判断です。諸経費に人件費が入っている場合は，Ａ列を 人件費 に変更することで，シミュレーション上は人件費として取り扱われます。必ずこの処理を実行してください。

(3)営業外損益

青のフォントで設定されている，営業外収益，営業外費用の勘定科目は全て変更できません。該当する勘定科目がない場合は，雑収入，雑損失に入力します。
(4)特別損益

青のフォントで設定されている，特別利益，特別損失の勘定科目は全て変更できません。該当する勘定科目がない場合は，その他特別利益，その他特別損失に入力します。

(5)端数の調整

  四捨五入で入力した場合で，税引前当期純利益の誤差が１～５の場合，及び切り捨て入力で誤差の範囲が１～１０の場合は入力に問題はありません。それ以上に違いが発生した場合は入力にミスがありますので，各勘定科目の入力を確認してください。

     入力に問題がない場合は，誤差の端数はどの勘定科目を変更してもかまいませんが，販売管理費の 雑費 で調整すると良いでしょう。

端数の調整を行い，必ず最終行の当期純利益で金額が一致するようにして下さい。

※製造原価報告書，損益計算書のＡ列（人件費，経費）及びＥ列Ｆ列（固定費割合，変動費割合の設定）は必ず実施して下さい。
４.貸借対照表
(1)勘定科目の設定・選択に基本

貸借対照表の勘定科目は，製造原価報告書，損益計算書と異なり基本的に変更はできません。設定してある勘定科目の選択ができるだけです。

(2)２つずつ用意してある勘定科目の使い方

２つずつ用意してある勘定科目が５組あります。資産の部で２つ。棚卸資産とその他流動資産です。負債で３つ。未払金，その他流動負債，その他固定負債です。これらの勘定科目の使い方・入力方法は以下の通りです。

     ２つ用意してある勘定科目のうち上に配置してある勘定科目は，回転日数（回転率）で金額が変化します。つまり，売上が増減するとその増減割合（回転日数で計算）で，それぞれの金額が増減します。この勘定科目は，売上と何らかの関係のある場合に使用します。棚卸資産が良い例でしょう。
      下に配置してある勘定科目は，売上増減しても変化しません。この勘定科目は売上が増減しても変化しない勘定科目です。例えば，子会社に対する貸付金を その他流動資産に計上している場合は下の勘定科目を使用します。

      恒常在庫として一体金額を保有する棚卸資産等がある場合は，下の勘定科目を使用します。２つの勘定科目の合計が報告用の貸借対照表に表示されます。

(3)資産の部　流動資産

①現金預金
小口現金，現金，預金等の合計額を入力します。

②受取手形
受取手形を入力します。受取手形の無い企業もありますので，その場合には入力不要です。０ を入力してもかまいません。
③売掛金
商品等を掛で販売した場合の未収分を売掛金といいます。建設業の場合は売掛金という勘定科目を使用せず，完成工事未収金といった勘定科目を使用しますが，内容は売掛金です。まれに，売掛金という勘定科目を使用せず，未収金という勘定科目を使用している企業があります。当社の本業で発生した債権であれば，使用している勘定科目は未収金でも売掛金に含めて計上して下さい。

④不渡手形

  不渡りが発生した手形債権です。こういった勘定科目がある場合に使用します。

⑤貸倒引当金

売掛金の回収不能見込み額を貸倒引当金として計上します。通常は税法の規定に従って計算されます。決算書によっては，プラスで表示されている場合もありますが，このシステムではマイナスで入力します。

⑥有価証券

  １年以内に売買を予定している株式等です。

⑦棚卸資産（２つ用意されています。勘定科目はﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝﾒﾆｭｰから選択します）
商品，製品，仕掛品，原材料，貯蔵品といった勘定科目で表示されています。これらの合計額を棚卸資産に計上します。建設業の場合，仕掛品ではなく，未成工事支出金という勘定科目を使用しています。

上の勘定科目は売上増減に伴って変動します。下の勘定科目は変化しません。
⑧繰延税金資産
税効果会計を適用した場合，企業会計上の利益と，法人税法上の利益の差異から生じた，税金の前払い額です。中小企業の場合は税効果会計をしていない場合が多いので，この勘定科目が無いことが多いようです。発生原因によって流動資産ではなく固定資産に含まれる場合がありますが，このシステムでは固定資産に計上されている繰延税金負債も流動資産に計上します。

⑨短期貸付金

  スタッフ，関連会社等に対して行われた１年以内に回収できる貸付金です

⑩その他流動資産
上記に含まれない流動資産の合計額を入力します。貸付金，仮払金，前払費用等が，その他流動資産に含まれます。この金額を調整し，貸借対照表の流動資産合計に一致させます。

(4)資産の部　固定資産・繰延資産

①有形固定資産

減価償却の対象になる，建物・構築物，機械設備，車両運搬，工具器具備品，土地，建設仮勘定（建設途中のプラント）を個別に入力します。該当する勘定科目がない場合は，上記の６つの勘定科目の一番近い勘定科目を使用します。
間接控除法（減価償却累計額を使用している場合）は，減価償却累計額にマイナスで入力します。直接控除法を採用している場合は，減価償却累計額の入力は不要です。
②無形固定資産

無形固定資産は，特許権，商標権といった工業所有権と，借地権，電話加入権，営業権等の合計額です。有形固定資産のように形になってはいませんが，企業経営を行う上で必要な財産です。合計で入力します。
③投資等

投資目的で所有している有価証券，子会社株式，関連会社株式や，破産債権等のように１年以上回収できない債権の合計額です。投資有価証券，長期貸付金，その他の投資等，貸倒引当金の５つの勘定科目が用意されています。該当する勘定科目がない場合には，性質に似たいずれかの勘定科目を使用してください。
④繰延資産

繰延資産とは，既に支出はおこなわれているが，その効果が将来にわたって生ずるものとされています。商法上，会社創立時の費用である創立費や，研究開発活動に伴って生じた支出である開発費等８つに限定されています。

(5)負債の部　流動負債
①支払手形

支払手形の金額を入力します。支払手形の無い企業もありますので，その場合には　入力は不要です。車輛などを購入した手形で支払っている場合は，支払手形から除外し，設備支払手形に含めます。

②買掛金

商品等を掛で仕入れた場合の未払い分を買掛金といいます。建設業の場合は買掛金という勘定科目を使用せず，工事未払金といった勘定科目を使用しますが，内容は買掛金です。

まれに，買掛金という勘定科目を使用せず，未払金という勘定科目を使用している企業があります。主たる営業活動で発生する債務であれば，使用している勘定科目は未払金でも買掛金に含めて計上して下さい。

③設備支払手形

  車輛運搬具や各種プラント購入する際，手形を振り出して購入した金額の未決済額です。流動負債なので通常は１年以内の決済額となっています。
④短期借入金

運転資金として金融機関から借り入れている金額です。１年以内に返済予定の借入金です。金融機関の借入金以外に１年以内に返済する役員借入金があれば含めて計上します。

⑤未払金（２つ用意されています。勘定科目はﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝﾒﾆｭｰから選択します）
未払金は本業以外で発生する債務です。設備代金，事務機器購入の未払い額です。未払費用と異なります。
上の勘定科目は売上増減に伴って変動します。下の勘定科目は変化しません。

⑥未払費用

時の経過に伴って発生する費用が未払費用です。25日締めで末日に支払われる給与の５日分，当月使用している駐車場の未払額が未払費用です。

⑦未払配当金・役員賞与

  未払になっている配当金と役員報酬の金額です。

⑧未払法人税等

  未払になっている，法人税，法人住民税（都民税，府民税，法人県民税，法人市民税）の金額です。

⑨未払事業税

  未払になっている事業税です。

⑩未払消費税
国税である消費税と地方税である地方消費税の未払金の合計額をいいます。通常は未払消費税ですが，支払った消費税が預った消費税より大きい場合には，流動資産に未収消費税等で表示されます。この場合は　その他流動資産　に計上して下さい。

※未払税金といった勘定科目を使っている企業もあります。法人税，住民税，事業税の未払い額です。金額を区分することが難しい場合が多いようです。その場合は，未払法人税等を使用して下さい。
⑪繰延税金負債

税効果会計を適用した場合の税金の繰延べ（未払い）額をいいます。繰延税金資産とは逆と考えて良いでしょう。発生原因によって固定負債に含まれる場合がありますが，このシステムでは固定負債に計上されている繰延税金負債も流動負債に計上します。

⑫その他流動負債（２つ用意されています。勘定科目はﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝﾒﾆｭｰから選択します）
上記に含まれない流動負債の合計額を入力します。預り金，仮受金，賞与引当金等が含まれます。この金額を調整し，貸借対照表の流動負債合計に一致させます。

上の勘定科目は売上増減に伴って変動します。下の勘定科目は変化しません。

(6)負債の部　固定負債

①社債

  社債の未償還金額です。

②長期借入金

返済期限が１年以上の借入金です。

③退職給与引当金 
毎期，従業員の退職のために負担した金額の累計額をいいます。現在は使用されていない勘定科目ですが，計上してある企業もあるのではとの判断で残してあります。使用しない場合は金額を入力する必要はありません。
④長期支払手形

  車輛運搬具や各種プラント購入する際，手形を振り出して購入した金額の未決済額で１年を超える金額です。

 ⑤その他固定負債（２つ用意されています。勘定科目はﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝﾒﾆｭｰから選択します）
上記以外の固定負債の合計額。

上の勘定科目は売上増減に伴って変動します。下の勘定科目は変化しません。

(7)純資産の部

①資本金

株主が出資した金額。設立時の出資金と増資した金額の合計額。

    ②資本剰余金

      純資産の部に資本剰余金と記載されている金額だけこの項目に入力します。

    ③利益剰余金

      純資産の部の合計額から，資本，資本剰余金を控除した金額を入力します。必ずプラスとは限りません。マイナスになる場合もあります。

(8)関連データ

脚注（貸借対照表の欄外下に）に表示される，受取手形割引高，受取手形裏書高の考え方は以下の通りです。
①受取手形割引高

資金的に余裕があれば，満期日まで受取手形を持っていることができます。しかし，運転資金が不足すれば，受取手形を期日前に換金する必要が生じます。

受取手形を満期日前に金融機関で資金化することを手形の割引といいます。受取手形割引高は，満期日前の受取手形を資金化した合計金額と考えることができます。

勿論，期日前に受取手形を換金するのですから，手形割引料という形で金融手数料を控除されます。

システム上，受取手形割引高として入力した金額を，受取手形と短期借入金の両方に加算しています。

受取手形を使って資金を調達したのではなく，短期借入金で資金調達したというように修正しています。

このような修正をしないと，受取手形が少なく表示されるため，手形期日が短い，手形回収が少ないと錯覚し，資金繰りが良好な会社であるようにみえてしまうためです。

②受取手形裏書高

仕入代金の支払に，当社の手形を振り出さず，回収していた受取手形を回して支払いに充てることを，実務上回し手形といいます。満期日前の，回し手形の合計額を，受取手形裏書高（裏書手形）といいます。

システム上，受取手形裏書高を，受取手形と支払手形の両方に加算しています。調整する理由は，受取手形割引高と同様です。

(9)端数処理

     貸借対照表も千円単位四捨五入で入力します。貸借対照表は必ず借方（左側）と貸方（右側が一致しなければなりません。
まず，借方，貸方の両方が貸借対照表に一致しているのかを確認します。誤差の範囲は四捨五入の場合は１～５，切り捨ての場合は１～１０です。誤差の範囲で借方と貸方が一致している場合は，借方と貸方（右と左）を一致させる必要があります。

  借方と貸方の差額は現金預金で調整すると良いでしょう。この不一致額は，貸借対照表の右上（Ｇ１セル）と右下（Ｃ３５セル）に表示されますので，この金額を参考に調整します。

Ⅲ．シミュレーションの前提となる考え方 
１．変動損益計算書

中長期の利益予測を行い簡単・迅速シミュレーションを行なうために，通常の損益計算書の様式でなく，変動損益計算書の様式を採用しています。

通常の損益計算書においては，変動費，固定費の区分をせず，売上高から売上原価，販売管理費を順次控除して利益を計算する。このため，売上高の増減と利益の増減が連動せず，経営的な判断を誤る場合が多い。事例で説明してみよう。

今月の損益計算書上で売上が１，０００万円，諸経費・原価が，材料費３５０万円，労務費１００万円，製造経費５０万円，販売管理費２５０万円の合計で７５０万円。営業利益が２５０万円と計算されていた。来月は売上が２割増加する。さてどうなるのか？

(1) 間違い　×

売上は２割増の１，２００万円（１，０００万円×１．２），材料費，労務費，製造経費，販売管理費も全て１．２倍と計算したため，営業利益も１．２倍の３００万円と計算された。

(2) 正解　○

売上は２割増の１，２００万円であるが，１．２倍かかるのは変動費として売上高と比例して発生する材料費だけである。従って材料費は４２０万円（３５０万円×１．２），労務費，製造経費，販売管理費はすべて固定費であるとすれば全て同額として計算すると，
１，２００万－（３５０万×１．２＋１００万＋５０万＋２５０万）＝３８０万

営業利益は１．５２倍の３８０万円と計算された。売上が２割増えただけで，営業利益は５割も増えたことになる！！　このように経営上の判断がしにくくなってしまう。

①変動損益計算書で考える

売上高は１．２倍。売上高と比例して発生する変動費としての材料費も１．２倍。従って限界利益も１．２倍と計算される。他の費用は全て固定費なので，同額発生するため，営業利益は１．５２倍の３８０万円となる。

変動費，限界利益を売上高との比例関係で把握することで，売上の変動と利益の変動を的確に把握することができる。

②固定費と変動費

変動損益計算書の様式に組み替えるためには，費用を固定費と変動費に区分しなければならない。変動費とは，商品仕入，材料費，外注費のように売上連動して変化する費用である。仕入，材料以外に，燃料費，水道光熱費，電灯電力費といった製造変動費や，荷造運賃，広告宣伝費，包装費といった販売変動費がある。

変動費と固定費の区分は実務上，勘定科目別に決定する勘定科法が採用されている。本システムでも，この方式を採用し，勘定科目毎に簡単に固定費・変動費を設定できるようになっているので，各企業の実態に合わせて設定して欲しい。

しかし，あまり詳細に設定すると煩雑になるので，主要な変動費だけ取り上げて，あとは固定費にしたほうが良い。

２．回転率で貸借対照表の残高を決める

(1)計上した利益を貸借対照表残高へ反映させる論理
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計上した利益を貸借対照表へ反映させる計算論理を整理してみると上図になってくる。①現金預金は差額として計算する。

④⑤⑥の有形・無形固定資産，投資等は購入と償却で計算できる。有形固定資産等の購入は頻繁に行われるものではなく，金額も大きいため計画に織り込んでおくのが常であるため簡単に計算できる。新しい中期利益・資金計画では，メニュー№8から，投資のシートへ移動して，既存資産の減価償却，除却，売却，新規資産の取得等を詳細に設定することができる。また概要だけなら，一気にシミュレーションも可能になっている。
　負債のなかで⑧長短借入金は返済条件を計算すればすぐわかる。増資も計画で把握できる。この長短期借入金についても，１６の個別借り入れ条件から，集計結果をシミュレーションに反映できるようになっている。

残りは，回転率で金額を推計する②売上債権，③棚卸資産，④その他流動資産，⑦買入債務，⑧その他流動負債，⑨その他固定負債となってくる。

これらの勘定科目は全て，【回転率】をもとに推計できる。

　極論を言うと，貸借対照表は【回転率】さえ理解できれば作成できるということだ。

(2)貸借対照表残高の残高を決める

①売上債権，棚卸資産，その他流動資産を決める

売上債権回転率（売上債権回転日数），棚卸資産回転率（棚卸資産回転日数），その他流動資産回転率の実績を計算し次期の売上を考慮して，それぞれの金額を決定する。

売上１２億，売掛金１億であれば，売上債権回転率は１２回（１２÷１），売上債権回転日数は概ね３０日（３０．４日＝３６５÷１２回）となる。

今期の売上予算が１６億とすれば，１６億÷１２回＝１．３億が売掛金残高と計算できる。１６億÷３６５×３０．４日＝１．３億と計算しても良い。

次期棚卸資産も，次期その他流動資産も同じような計算式で予測できる。

②有形固定資産，無形固定資産

有形固定資産の増加は購入，減少は売却と除却，減価償却になる。

減価償却費は損益計算書で次期予算が計算されているため，減価償却費の減額分は計上できる。

あとは次期の除却と，新規取得（設備投資等による固定資産の増加）を反映させれば，有形固定資産，無形固定資産の金額は予測できる。①②で資産の部が確定する。

今回のシステムでは有形・無形固定資産についてのシミュレーションが簡単にできるように設計されている。
③買入債務（買掛金＋支払手形）

買入債務回転率（買入債務回転日数）も，売上債権回転率と同じように考えて良い。

売上を，仕入＋外注費に読み替えて計算する。

仕入＋外注費８億，買掛金１億であれば，買入債務回転率は８回（８÷１），
買入債務回転日数は概ね４６日（４５．６日＝３６５÷８回）となる。

今期の仕入＋外注費が１０億とすれば，１０億÷８回＝１．２５億が買掛金残高と計算できる。１０億÷３６５×４５．６日＝１．２５億と計算しても良い。

④その他流動負債，その他固定負債

売上債権回転率とおなじ要領で計算し，次期金額を推定する。つまり，売上高に対する割合で，その他流動負債，その他固定負債を予測する。

⑤短期借入金，長期借入金

短期借入金は資金不足が生じたときの調整項目として考える。

長期借入金は，企業が保有する返済一覧表を計算することで，期末残高（期首残高－年間の返済額）を予測することができる。③④⑤で負債の部が確定する。
この部分についても，新中期利益・資金計画では，１６の個別シートを用意し，借入金の設定，返済，据え置き，繰り上げ返済が自由にシミュレーションできるようになっている。
⑥資本金

　資本金の増加は増資だけであり，めったに発生しないし，計算もシンプルなので金額を推計するのは簡単だ。資産の部と負債・資本の部が確定すれば，その差額は現金預金の増加ということになる。

(3)基本シミュレーションでの活用

基本シミュレーションでは，売上債権回転日数，棚卸資産回転日数，買入債務回転日数が設定できるようになっている。伸び率で決定された売上，仕入，材料仕入等に対しての割合で売上債権，棚卸資産，買入債務が自動計算される。

(4)システム上での計算

メニュー№35　を選択し，営業資金 シート　へ移動する。このシートにシミュレーションした結果が，回転日数推移，運転資本過不足という形で自動計算されています。

回転日数で運転資本の不足がなかったとしても，金額ベースで運転資本が不足している場合には，売上増大に伴って資金不足が発生する体質であると理解してかまいません。短期資金で運転資本を調達するか，コツコツと積み上げた利益を運転資本に当てるのかを，中長期シミュレーションで方向付けをすると良いでしょう。
(5)その他の回転日数での金額設定
①流動資産での金額設定

· 原則として全ての勘定科目が回転日数でセットされる。

· 例外１  現金預金は差額で計算。

· 例外２  有価証券は個別に取得，売却を設定。

· 例外３  棚卸資産（下段）は入力した金額が固定。

· 例外４  繰延税金資産は基本的に５年で消去。修正は可能。

· 例外５  その他流動資産（下段）は入力した金額が固定。
②固定資産での金額設定

  メニュー№8から，投資 シートに移動し，個別に減価償却，除却，売却，新規取得を決定する。回転率で決定する勘定科目はない。
③流動負債・固定負債での金額設定

· 原則として全ての勘定科目が回転日数でセットされる。

· 例外１  短期借入金はシミュレーションで任意に決定するか，ここに設定したシートから計算結果を転記。

· 例外２  未払金（下段）は入力した金額が固定。

· 例外３  未払法人税等は税引前利益から計算した法人税等が転記される。

· 例外４  繰延税金負債は基本的に５年で消去。修正は可能。

· 例外５  その他固定負債（下段）は入力した金額が固定。
自動セットされる金額が不適切な場合は，メニュー№６ 貸借対照表の調整　で修正・調整することができる。
３．回転率，回転日数を理解する
(1)運転資本の不足は何故生ずるか

下図に示すような回収，支払条件の会社があったとする。この会社は仕入れてから販売するまで平均で３０日ほどかかっている。販売してから現金で回収されるまでが，やはり３０日ほどかかる。仕入代金の支払は仕入れてから４０日後に現金で決済される。
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　このような会社はいつも２０日間の資金不足が生ずるはずだ。

つまり，（在庫日数＋回収までの日数）－（支払までの日数）＝資金不足日数と計算できる。（３０＋３０）－４０＝２０となりこの会社の資金不足日数は２０日間である。このような会社は売上が増加すれば増加するほど資金不足に陥ってくる。典型的な“勘定合って銭足らず”の会社ということになる。

※これ以降は，在庫日数＝棚卸資産回転日数，回収までの日数＝売上債権回転日数，支払までの日数＝買入債務回転日数と呼ぶ。

　

①改善方法１

　改善方法は３つある。第一が支払を伸ばすこと。つまり買入債務回転日数を伸ばすことだ。極端に言うと４０日を３６５日にすると資金は絶対に不足しない。しかし１年に１回しか支払わない会社と誰が取引をするだろうか。

不況下の現在，買入債務回転日数を少しでも伸ばすと信用不安を引き起こし，商品が入ってこない。理論的には改善方法のひとつであるが，実務的には実施することは難しい。

買入債務回転日数を伸ばすというとピントこないが，現金支払を手形にする。

手形期日を３ヶ月から４ヶ月にする。翌月末払いを翌々月１０日払いに変更するといった取引条件の変更によって買入債務回転日数は伸びてくる。また，直接的に理解できることとして，翌月末に支払う仕入代金をチョット１ヶ月伸ばして欲しいと依頼しても，買入債務回転日数は伸びてくる。

②改善方法２

第二が回収を短縮すること。つまり売上債権回転日数を短縮することだ。

３０日が１５日になるだけで改善（まだ資金不足は発生しているが以前よりましになる）になるだろう。

売上債権回転日数が ０ になれば最高である。売上債権回転日数が ０ ということは，全て現金販売ということになるが実質は不可能に近い。

売上債権回転日数を短縮するということは，３ヶ月の手形を２ヶ月にしてもらう。半金半手を，７割現金・３割手形にしてもらうといったことで実現する。

しかし，既存の得意先の支払い条件（当社にとっては回収条件）を変更することは難しい。新規の得意先開拓時に当社に回収条件を提示していくことで全社的な売上債権回転日数を短縮していく。

③改善方法３

第三が在庫期間を短くすること。つまり棚卸資産回転日数を短縮することだ。

３０日が２５日になるだけで改善になるだろう。商売の形態によってある程度在庫を保有しなければならないので棚卸資産回転日数が０になることはないだろう。（在庫を保有しない商売の形態を採用していれば在庫は０となる）

在庫の日数は直感で理解できるハズだ。在庫をもたないのが０であれば，棚卸資産回転日数を短くするということは，在庫金額を少なくすることである。

(2)売上債権回転日数３０日ってどういう意味か？

[image: image6.emf]棚卸資産回転日数　30日 売上債権回転日数　30日

買入債務回転日数　40日 資金不足　20日



仕

入

販

売

回

収

支

払


①売上債権回転日数３０日の意味

　月売上高が１億円，年間で12億円ある。月末に１億円の売掛金がある取引先があるとしよう。年間の売上高１２億円÷売掛金１億円＝売上債権回転率１２回と計算できる。３６５日÷売上債権回転率１２回＝３０．４日　概ね３０日となる。

　つまり，売上債権回転率１２回＝売上債権回転日数３０日ということは，平均１ヶ月分の売上高が売掛金として未回収になっているということだ。

言い方をかえると，年間売上の１ヶ月分の資金が売上債権として運用されている（資金が寝ている）と考えることができる。

②資金繰りを改善する

　売上債権回転日数を１５日にすると現在の資金繰りが改善されるハズだ。売上債権回転日数を１５日にするにはどうしたら良いだろう。

(イ)売上債権回転日数が１５日になる売上債権回転率を求めると，

３６５ ÷ 売上債権回転率 ＝ １５　になれば良い。売上債権回転率＝Ｘ

１５Ｘ＝３６５　従って　Ｘ＝２４回　売上債権回転率は２４回であれば良い。

(ロ)売上債権回転率２４回の場合の売掛金を求めると，

　　年間売上１２億　÷　売掛金 ＝　売上債権回転率　２４回

　　売掛金＝Ｙ　 ２４Ｙ ＝ １２  　Ｙ ＝ ０．５　売掛金は０．５億円となる。

(ハ)結論は簡単

　　売上の半分は現金売上で。１５日に半分だけ売掛金を回収してくる。得意先の半分が現金売上のお客様。あと半分は月末締めの翌月払いのお客様といういずれかのパターンであれば良い。

売上の半分が現金売上となったので資金繰りは楽になる。

　このように売上債権回転率の考え方を理解すると，資金繰りの改善方法が具体的にみえてくる。
※１　解説しやすくするために売掛金だけで説明しているが，実際は，売上債権（売上債権＝受取手形＋売掛金）を使って売上債権回転率，売上債権回転日数を計算する。

※２　計算上使用する売上債権は一番正しい方法は，毎月の平均売上債権を使用するが計算が大変なので，（期首売上債権＋期末売上債権）÷２　という平均売上債権を使用する。しかし実務上はもっと簡単で金額も把握しやすい期末売上債権をもって売上債権として，売上債権回転率，売上債権回転日数を計算している。

(3)棚卸資産回転率，棚卸資産回転日数

　 棚卸資産回転率，棚卸資産回転日数も売上債権と同じように考えて良い。計算式は，
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となる。

棚卸資産の金額が減少（在庫が減少）すると，棚卸資産回転日数は改善される。

　  棚卸資産は売価ではなく，原価で計算している。

棚卸資産回転日数が３０日ということは，年間売上高の丁度１ヶ月分に相当する金額の在庫を保有している。

年間売上の１ヶ月分の資金が棚卸資産として運用されている（資金が寝ている）と考えることができる。

ここで計算される在庫は原価ベースになっていることに注意する必要がある。

(4)買入債務回転率，買入債務回転日数

買入債務回転率，買入債務回転日数も計算構造は売上債権と同じだが売上を使わずに仕入＋材料仕入を使う。
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※買入債務＝支払手形＋買掛金

買入債務回転日数が４０日ということは，年間仕入高の１ヶ月超（４０日分）に相当する金額の買入債務を保有している。

見方をかえると，仕入先，外注先という協力業者が，年間仕入の１ヶ月超の資金を当社に回してくれている。貸してくれていると考えることができる。当社にとってこの金額は運転資本を調達しているということになる。

買入債務回転日数が多くなればなるだけ，資金繰りが楽になる。しかし，当社が楽になったということは，仕入先，協力業者を泣かせているということも肝に銘じておかなければならない。
Ⅳ．シミュレーションの実施  
１．シミュレーションの構成とそれぞれのシミュレーションの考え方

基本シミュレーションとそれを補完する５つのシミュレーション（詳細３，調整２）の合計６つのシミュレーションからから構成されています。
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メニュー№8 設備投資，投資等の計算

←
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固定資産の減価償却，除却，売却，取得の計算

このシミュレーションで調整できない勘定科目 詳細シミュレーション3

または，詳細な設定が必要な勘定科目につい メニュー№51～№66
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ョンを実施する。
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詳細シミュレーション 調整シミュレーション1

１つの重要な勘定科目の増減内容を，きめ細か

メニュー№5 変動損益計算書の調整

く設定するためのシミュレーション。

←

5期間変動PLの調整 シート

→

シミュレーションでの微調整を行う

調整シミュレーション 調整シミュレーション2

貸借対照表，損益計算書の項目で，基本シミュ メニュー№6 貸借対照表の調整

レーションでは調整できない部分を微調整する。

←

5期間BSの調整 シート

→

シミュレーションでの微調整を行う

シミュレーション シート

基本的なシミュレーションを実施する。

メニュー№4   シミュレーション

基本シミュレーション

基本シミュレーション　メニュー№４を選択
基本シミュレーションだけで，基本的な５期間シミュレーションを行なうことができます。基本シミュレーションは，１：売上高の伸び率，２：限界利益率，３：人件費伸び率，４：製造固定費伸び率，５：販売固定費伸び率，９：製造減価償却費，10：販売減価償却費，11：期末人員（人員の増減）から利益を計算し，５ヶ年の損益計算書を作成します。

また，６：売上債権回転日数，７：棚卸資産回転日数，８：買入債務回転日数，９：製造減価償却費，10：販売減価償却費，12：短期借入金，13：長期借入金から，５ヶ年の貸借対照表を作成します。

入力された貸借対照表，損益計算書から，６ヶ年の貸借対照表，６ヶ年の損益計算書，５ヶ年キャッシュフロー計算書，格付けと経営分析を自動計算するのが基本シミュレーションです。

文字で書くと大変ですが，全てマクロボタンで操作（ボタンを押すと動く）できるようになっているので，３０分もあれば，５ヶ年の大きな流れを把握することができます。

(2)売上を商・製品（群）別に予算化する  詳細シミュレーション１
  メニュー№７ 又は シミュレーションシートの [ 売上設定 ]を選択
基本シミュレーションにおいて，全ての売上を一括して伸び率でシミュレーションしています。しかし，売上は①商・製品群の売上内容によって変化する。②事業別・事業所別に売上を設定したい。③主要な得意先で売上を設定したいというニーズに対応しているのが，このシミュレーションです。

５ヶ年間の１５項目までの，商・製品群別売上（得意先，担当者，事業部という設定でもかまわない）シミュレーション行い，その結果を基本シミュレーションに反映させることができます。

(3)固定資産の減価償却，除却，売却，取得の計算  詳細シミュレーション２

  メニュー№８ 又は シミュレーションシートの [ 各種投資等 ]を選択

基本シミュレーションでは，減価償却費を製造，販売の２つに区分しそれぞれについてマクロボタンを押すことで，一括して減価償却費を計上しています。簡単に処理できるといった長所がある反面，建物，機械装置といった固定資産毎に減価償却計算ができませんでした。また，固定資産除却，固定資産の売却，新規取得がシミュレーション画面だけでは十分に対処できていませんでした。新システムでは，減価償却計算や，除却，売却，新規取得といった固定資産の増減を調整するための専用のシートを用意しました。
簡単にシミュレーションするためには，基本シミュレーション画面だけで十分ですが，固定資産の増減等についてきめ細かくシミュレーションを設定するためには，この投資 シートで詳細を設定する必要があります。

(4)実際の長期，短期借入金の設定を行う  詳細シミュレーション３

  メニュー№５１～№６６ と シミュレーションシートの [ 借入金と利息計算 ]を選択

  基本シミュレーションでは，短期借入金，長期借入金のそれぞれについてマクロボタンを押すことで，一括して返済額を計上し，新規借入については個別に入力する方式を採用していました。比較的簡単に処理できるといった長所がある反面，各社の実際の借入金の返済状況を正確にシミュレーションに反映することはできませんでした。

  新システムでは，長期借入金が５金融機関（５口の借入条件）×２組＝１０金融機関（１０口の借入条件），短期借入金が（３口の借入条件）×２組＝６金融機関（６口の借入条件）で設定できるようになっています。

  長期借入金の最初の１組（長期Ａ）に実際の借入条件を入力し，もうひと組（長期Ｂ）に繰上げ返済と，設備投資を賄うための新規借入金を設定し，基本シミュレーションでこの２案を比較しながら検討ができるようになっています。

  また，このシステム以外で集計した５年間の借入，返済，支払利息をシミュレーションに反映することもできます。借入金については，この３つのシミュレーションが可能になっています。

  また，借入金の設定を簡単に行うために，長期１０シート，短期６シートの金額がマクロボタンで簡単に集計できるようになっているので，入力や，借り換え，繰上げ返済等の設定も自由に行うことができます。
(5)５期間の変動損益計算書の調整  調整シミュレーション１

  メニュー№５ 又は シミュレーションシートの [ 損益調整 ]を選択

売上，限界利益，固定費等については全て基本シミュレーションで決定されていますが，①退職による人件費の調整，②土地等の売却による特別損益の計上といったあまり発生しないのですが，金額的に影響が大きい損益項目を調整します。
(6)５期間の貸借対照表の調整  調整シミュレーション２
  メニュー№６ 又は シミュレーションシートの [ 貸借調整 ]を選択

売上債権（受取手形＋売掛金），棚卸資産，買入債務（支払手形＋買掛金），短期・長期の借入金は基本シミュレーションで計算されています。貸借対照表の修正シミュレーションでは，回転率で計算したその他流動資産，その他流動負債等についての妥当性の検討を行います。
(7)付加価値の修正　　メニュー№９を選択
付加価値の計算上，微調整が必要な項目を決定します。調整しなくとも判断を誤ることは少ないので，シミュレーションを省略してもかまいません。

２.基本シミュレーションの実施
(1)基本シミュレーション実施手順
損益計算書，貸借対照表入力と貸借が一致し，受取手形割引高，受取手形割引高，期末人員数を入力すれば，基本シミュレーションを行なうことができます。

シミュレーションは２段階で実施します。(1)最初に実施するシミュレーションでは，基本シミュレーションだけを中心に実施します。詳細な設定や，調整がないぶんだけシミュレーションが簡単に実行できます。この最初のシミュレーションでは，当社の財務構造がどのようになっているかの概要をしっかり掴むことが目的です。頭の整理整頓のためのシミュレーションと考えてよいでしょう。

２回目以降に実施するシミュレーションでは，当社の実態を反映させるような，売上の商品別予算，設備投資・除却・売却，長短期借入の実際の条件と条件変更の内容を詳細に設定すると同時に，限界利益率等でセットした変動損益計算書の調整や，回転率でセットした貸借対照表の調整を行います。このシミュレーションを何度も実行することで，５年間の戦略を反映した中期利益・資金計画が出来上がります。
シミュレーションを実施するための，各種マクロボタンの操作方法については，メニュー№98の操作マニュアルを出力して参考にします。
(2)シミュレーション基礎データ設定でセットされる内容
シミュレーションを実施するためには，最初に全てのシミュレーションデータをセットしなければなりません。この最初にセットされるデータは，当社の過去の経営力（決算書から入力された損益計算書を基礎に計算）が５年間同じように推移した場合を仮定したデータになっています。この基礎データをシミュレーションによって変化させることで，５ヶ年間利益・資金計画が策定できます。セットされる基礎データの意味は，

①売上高伸び率‥‥０％  売上高は変化していません。

②限界利益率‥‥入力した損益計算書から計算された自社の限界利益率が５ヶ年間セットされています。限界利益率は変化していません。
③人件費伸び率‥‥０％ 人件費は同じ水準で推移。

④製造固定費，販売固定費‥‥０％ 固定費は変化していません。
⑤売上債権回転率，棚卸資産回転率，買入債務回転率‥‥入力したデータから計算されたそれぞれの日数がセットされています。回収条件，在庫金額，支払条件は同じとしています。

⑥製造原価償却費，販売減価償却費‥‥シミュレーションでセットした期の減価償却費から１５％ずつ減額しています。定率法で減価償却を行ったとして，概算ですが減額してセットしています。シミュレーションの基礎データで金額を動かしている３つの項目のうちの１番目です。

⑦期末人員‥‥従業員数は変化していません。

⑧短期借入金‥‥通常，短期借入金は翌年で返済されるものですが，現在の厳しい経済環境下では，毎期借り換えで継続ということが多いようですので，借入も返済もせずに借入金がずっと残高として残るとしています。シミュレーションの基礎データで金額を動かしている（条件を仮定している）３つの項目のうちの２番目です。
⑨長期借入金‥‥ビジネスでの借入金の最長期間は１０年が多いようです。ちょうどキリのよい１０年で長期借入金を返済するとしています。シミュレーションの基礎データで金額を動かしている（条件を仮定している）３つの項目のうちの３番目です。

⑩これだけの条件で，現金預金と税引前当期利益の５ヶ年間の推移をみるだけで，経営力がどのように変化するかが概要ですが把握できます。この基礎データをセットして作成された５ヶ年間利益・資金計画をシミュレーションします。
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①利益計画の策定  ～儲ける～  基本シミュレーション
  [ 損益表示 ] のボタンを左クリックします。以下のボタンが表示されますので，該当するボタンを左クリックします。

· 売上高伸び率‥‥売上高の前年に対する伸び率がセットされます。自社のあった売上高伸び率をセットします。税引前利益，売上高，売上増加の金額の動きを確認します。
· 限界利益率‥‥各期の限界利益率がセットされます。自社の限界利益率の予想をセットします。税引前利益の動きを確認します。
· 人件費伸び率‥‥人件費の前年に対する伸び率がセットされます。いまは厳しい時代なので，０～１％の伸び率でセットします。税引前利益の動きを確認します。
· 販売固定費伸び率‥‥販売固定費の前年に対する伸び率がセットされます。人件費同様 ０～１％の伸び率でセットします。税引前利益の動きを確認します。
· 製造固定費伸び率‥‥製造固定費の前年に対する伸び率がセットされます。人件費同様 ０～１％の伸び率でセットします。税引前利益の動きを確認します。
· 期末人員‥‥期末人員数がセットされます。人員増は難しいかもしれません。定年での減，新規での増，トータルでは同数と判断し [ 同数 ] のボタンを押します。企業の実態に合わせて人数を変化させてもかまいません。
· Ｂ列にある □ ボタンで各データが消去されます

· それぞれのボタンに伸び率等がセットされていますのでボタンでシミュレーションデータが入力されます。

· ボタンにセットされていない伸び率等をセットする場合には，Ｍ列にセットするデータを入力し，Ｎ列の □ のボタンを押します。

· Ｍ列になにも入力せず，Ｎ列の □ のボタンを押すと，前年と同じデータがセットされます。

· Ｄ～Ｈ列はこのボタンで設定せず，直接入力することができます。各社の実態のあわせた伸び率等をセットしてもかまいません。

· 評価項目1  現金預金‥‥マイナスになったら倒産です

· 評価項目2  税引前当期利益‥‥２８行目の規範経常利益の判定が 達成 となっていればよいのですが，この段階では難しいかもしれません。

· 評価項目3  売上高‥‥伸び率で簡単にシミュレーションしていますが，本当にこれだけの売上が達成できますか？ 
· 評価項目4  売上高増加‥‥上記同様，伸び率で設定した売上が，これだけ増加できますか？
· 評価項目5  格付け評価‥‥企業の格付けランクが表示されています。かならずＡランク（Ａ１～Ａ５）の正常先企業を達成しなければなりません。

②資金計画の策定  ～貯める～  基本シミュレーション
  [ 資金表示 ] のボタンを左クリックします。以下のボタンが表示されますので，該当するボタンを左クリックします。

· 売上債権回転日数‥‥[ 少し ] ボタンで，売上債権の回収条件を改善してみます。このとき現預金残高がどれだけ改善するか確認します。
· 棚卸資産回転日数‥‥[ 少し ] ボタンで，棚卸資産金額を削減（改善）してみます。棚卸資産回転日数が少なくなることは，在庫が減少していることと同じです。このとき現預金残高がどれだけ改善するか確認します。
· 買入債務回転日数‥‥[ 同じ ] ボタンで，支払条件を前年度と同じにします。支払条件を長くすると協力関係が損なわれます，短くすると当社の資金が不足してきます。この段階では，同じ条件で設定するとよいでしょう。
· 短期借入金‥‥[ 同額 ] のボタンを押すと，短期はずっと借りっぱなしの状態になってきます。最初に実施するシュミレーション ではこの条件でよいでしょう。

· 長期借入金‥‥[ 10年 ] のボタンを押すと，長期借入金を１０年で返済するようにセットされます。
· 短期借入金と長期借入金の支払利息の計算は，シミュレーションで入力した貸借対照表と損益計算書から推定利子率を計算し，この利子率で推定利息を計算しています。この推定利子率を使わず，現在の市場での利子率を使用する場合は，Ｐ１５セルに配置してある [ 支払利息のセット ] を押します。

· 評価項目1  現金預金‥‥マイナスになったら倒産です。
· 評価項目2  手許現金‥‥２９行目の手許現金の判定が 達成 となっていれば，現預金がシミュレーション開始時の現預金を超過しているということです。
· 評価項目3  税引前当期利益‥‥長期，短期借入金の条件を変更することで支払利息が変化し，その金額が税引前当期利益を変化させています。
· 評価項目4  格付け評価‥‥企業の格付けランクが表示されています。かならずＡランク（Ａ１～Ａ５）の正常先企業を達成しなければなりません。
③フリーキャッシュ・フローを使う ～将来のために金を使う～ 基本ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ
  [ 全表示 ] のボタンを左クリックします。お金は持っていても金利も生み出しません。経営理念を実現するために有効に活用することが大切です。最初に実施するシミュレーションでは，その概要を簡単にシミュレーションして，利益と資金の動きを把握します。
  フリーキャッシュ・フローの使い方は７つ。基本は２～５です。第１はそのまま現預金を持っている。第２は設備投資をする。第３は短期借入金を返済する。第４は長期借入金を返済する。第５は買入債務を早く払う。第６は売上債権を増やす。第７は在庫を増やす。この６つ（第１はそのまま持つなのでシミュレーションは不要）を試してみましょう。
· 第２は設備投資をする‥‥後述する詳細シミュレーションで実施します。

· 第３は短期借入金を返済する‥‥短期借入金は同額借りた状態でした。[ 20年 ] [ 10年 ] [ ５年 ]のボタンを押して，短期を返せるかどうか判断します。現預金の動きを見ながら判断してください。シミュレーション開始時の現預金の残高を大きく下回ることは資金的に無理があるという判断をしてください。以下のシミュレーションでも同じ判断が必要です。

· 第４は長期借入金を返済する‥‥１０年返済が選択されていました。[ ５年 ]で早めに返したら，逆に[ 20年 ]でゆっくり返したら。お金がなければ[ 同額 ]で長期借入金を返さなかったら。実務上返さないということは無理があるが，返せない状況であることも確認する必要がある。

· 第５は買入債務を早く払う‥‥同じ返済条件で買入債務を支払っていました。フリーキャッシュ・フローが生み出されれば，早めに支払いを行い，仕入れ条件を緩和（値引き，仕入割引）してもらうことも考えられます。[ 貢献 ]ボタンで早めに支払ってみます。

· 第６は売上債権を増やす‥‥通常こういった判断はありませんが，販売条件（回収条件）を緩和することで販売促進を行うといった判断も可能でしょう。売上債権回転日数を伸ばしてみます。このときにＭ列と，Ｎ列を使うと簡単にシミュレーションができます。

· 第７は在庫を増やす‥‥通常こういった判断はありませんが，在庫をたくさん保有することでお客さまのニーズに応えることができるかもしれません。フリーキャッシュ・フローがあればあえてこのような政策をとることも可能になってきます。棚卸資産回転日数を伸ばしてみます。このときにＭ列と，Ｎ列を使うと簡単にシミュレーションができます。

④設備投資を行う   詳細シミュレーション
 [ 各種投資等 ] のボタンを左クリックします

  フリーキャッシュ・フローの使い方の最初が，将来の生産性を高めるために実施する各種設備投資です。設備投資は，基本シミュレーションでは対応していません。詳細シミュレーションを行います。最初に実施するシミュレーションの段階では，この設備投資も限定して実施したほうがよいでしょう。
· 詳細シミュレーションを行う投資シートに移動します。シミュレーションシートの[ 各種投資 ]からでも，メニュー№８設備投資，投資等の計算 からでも移動ができます。

· 既存の固定資産毎の減価償却費の概算を計算します。Ｈ列に[ 減価償却 ]というボタンが用意されていますので，そのボタンを押して概算の減価償却を計算してください。同じくＨ列に配置されている 青い  ↓  のボタンで固定資産が表示場所が移動してきます。
· [ 入力用表示の制御 ]から，設備投資を行う固定資産を選択します。青い  ↓  のボタン固定資産を選択してもかまいません。
· 青で網かけされている  有形固定資産取得  又は  土地の新規取得 といった項目（投資有価証券，長期貸付金も用意されている）セルに，設備投資の金額と耐用年数を入力すると，設備投資のシミュレーションを実施する基礎データのセットが完了です。
· [ シミュレーション ] ボタンで，シミュレーション シートへ戻ります。Ｏ１２セル（中間の右側のほうで少しさがしにくい）の [ 減価償却費のセット ] ボタンを押すと，投資シートで設定した設備投資等の金額がシミュレーションに反映されます。ここまでが，最初に実施するシミュレーションの一連の流れです。
· もちろん，この段階で 14：現金預金（21行目），15：税引前当期利益（22行目），16：売上高（23行目），17：現金預金増加（24行目），18：税引前当期利益増加（25行目），19：売上増加（26行目），20：格付け評価（27行目）と，規範経常利益（28目），手元現金（29行目），総合判定（30行目）は確認する必要があります。
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  １回目に実施した，最初に実施するシミュレーションを前提として，２回目，３回目のシミュレーションを実施します。１回目の結果と別な名前を付けて，新しいファイルを作成し，２度目以降のシミュレーションを実施します。
  このように何度もシミュレーションした結果は，最初のシミュレーションの結果を前提にして処理するため，パソコンのファイル名を変更しておく必要があります。参考に以下にファイル名の付け方を記載しておきます。
	参考：ファイル名のつけ方

最初に実施したシュミレーションのファイル名

100616 西野商事 中期利益・資金計画策定システムⅡ Ver１‐01最初

100616    ２０１０年６月１６日に作りました。

西野商事  会社名  省略してもかまいません。複数会社がある場合は記載したほうがよいでしょう。

-最初     最初に作成した基本となるファイル。頭に 01 と付けるのがポイント。同じ日に，売上を増加させるシミュレーションを作った場合は，

100616 西野商事 中期利益・資金計画策定システムⅡ Ver１‐02売上増  となる。

同じように，売上は伸ばせないが，在庫等を圧縮する利益・資金計画を策定した場合，

100616 西野商事 中期利益・資金計画策定システムⅡ Ver１‐03資金改善  となる。このようにいくつものファイルを作ることで，前提条件に変化に対応した複数のシミュレーション結果を持つことができる。


２回目以降のシミュレーションの実施方法

①利益計画の策定  ～儲ける～  基本シミュレーション
[ 損益表示 ] のボタンを左クリックします。最初に実施するシミュレーションと同じです。

②売上を商・製品別に予算化する  詳細シミュレーション
[ 売上設定 ]のボタンを押し，商・製品（群）予算を積み上げることのできる，商製群別売上予算 シートへ移動し詳細シミュレーションを実施します。
   最初に実施するシミュレーションでは，伸び率ボタンで一気にシミュレーションを実施しました。簡便に瞬時で頭を整理・整頓するという意味ではこういった方法はよいのですが，売上を達成するためには，商品(群)，製品(群)，担当者，事業部毎の予算として策定しなければなりません。詳細シミュレーションでは，こういた各区分でも予算策定を簡単に実施できるように配慮しています。

    予算策定後は，[ シミュレーション ] ボタンで，シミュレーション シートに戻り，Ｃ４セルに配置してある[ 伸び率セット ] ボタンで，商品(群)毎に積み上げた予算，限界利益率をシミュレーションシートに反映させます。

③資金計画の策定  ～貯める～  基本シミュレーション
 [ 資金表示 ] のボタンを左クリックします。最初に実施するシミュレーションと同じです。

④実際の長短期借入金を入力  詳細シミュレーション
最初に実施するシミュレーションでは，当社の実際の借り入れ条件を無視してシミュレーションを実施してきました。簡単に売上，利益，資金といった整理をするためにはよかったのですが，実態が反映されていません。当社の借入条件（借入，返済，支払利息）等を基本シミュレーションに反映させるのが，この詳細シミュレーションです。

まず，借入金に関するシミュレーション実施の方法を整理します。借入金のシミュレーションの方法は３つ用意してあります。イ）シミュレーション シートのマクロボタンで借入金の借入，返済，支払利息計算をする方法です。ロ）２番目は，１６の長期・短期借入金のシートに実際の借り入れ条件を入力してシミュレーションする方法です。ハ）３番目はこのシステム以外で計算した，借入，返済，支払利息をシミュレーションに組み込む方法です。最初のシミュレーションで実施した，借入金のシミュレーションは第１の方法です。借入金の詳細シミュレーションで実施するのは第２の方法です。第３の方法は，シミュレーション シートの３２行目以降に記載してあります。

左上にある，黄色の [ □ ] ボタンでメニューへ戻ります。メニュー№51～№55からＡ区分の長期借入金に，メニュー№56～№60からＢ区分の長期借入金に移動することができます。短期借入金のＣ区分は，メニュー№61～№63で，Ｄ区分はメニュー№64～№66です。
長期借入金が Ａ Ｂ の２区分，短期借入金が Ｃ Ｄ の２区分用意されているのは，それぞれに２つの借り入れ条件を設定し，２つの条件を交互にシミュレーションしながら計画を策定するためです。実際にシミュレーションで使用されるのは，長期ならＡ区分 Ｂ区分のいずれか一つ，短期なら Ｃ区分 Ｄ区分のいずれか一つです。
長期，短期の借入金の入力はそれぞれの特徴に応じた入力方法がプログラムで提供されています。長期については，既存 又は 新規。既存で繰り上げ返済。既存で据え置き期間の設定，新規で据え置き期間の設定といったきめ細かな入力が実施できます。短期では，既存 又は 新規。既存であれば支払期日の変更等が簡単に入力できるようになっています。入力方法については，メニュー№98の操作マニュアルを出力して参考にして下さい。
· 入力終了後，シミュレーション シートに戻り，長期借入金については，[ 長期Ａ ] 又は [ 長期Ｂ ] のいずれかを選択します。短期借入金については，[ 短期Ｃ ] 又は [ 短期Ｄ ] のいずれかを選択すると，新規借入，返済，支払利息が自動計算されます。
· 詳細シミュレーションを実施し [ 長期Ａ ] [ 長期Ｂ ] [ 短期Ｃ ] [ 短期Ｄ ]のボタンを使った場合は，Ｐ１５セルに配置してある [ 支払利息のセット ] を絶対に使わないでください。この [ 支払利息のセット ] を使うと，実際の支払利息でなく，シミュレーションで入力した貸借対照表と損益計算書から計算された 推定利子率 で計算した推定支払利息で，支払利息が計算されます。
⑤フリーキャッシュ・フローを使う

  ～将来のために金を使う～  [ 全表示 ] のボタンを左クリックします

操作の基本は 最初に実施するシミュレーション と同じです。異なるのは，フリーキャッシュ・フローを積極的に使うシミュレーション操作をすることです。第１はそのまま持つ。
· 第２は設備投資をする‥‥後述する詳細シミュレーションで実施します。

· 第３は短期借入金を返済する‥‥ [ 20年 ] [ 10年 ] [ ５年 ]のボタンを押して，早めに短期を返せるかどうか判断します。この後で，詳細シミュレーションから，実際の借入条件を反映させます。
· 第４は長期借入金を返済する‥‥ [ ５年 ]で早めに返したらを選択してみます。この後で，詳細シミュレーションから，実際の借入条件を反映させます。
· 第５は買入債務を早く払う‥‥フリーキャッシュ・フローを積極的につかうように仕入れ条件を緩和します。
· 第６は売上債権を増やす‥‥試しに販売条件（回収条件）を緩和してみましょう。売上増加できる確固とした戦略ももとで，回収条件を緩和します。
· 第７は在庫を増やす‥‥売上債権回収条件の緩和と同じで，戦略の裏付けが必要となってきます。
⑥-1 設備投資を行う   詳細シミュレーション
 [ 各種投資等 ] のボタンを左クリックします

  フリーキャッシュ・フローの使い方の最初が，将来の生産性を高めるために実施する各種設備投資です。最初に実施するシミュレーション では，設備投資は限定的に１～２件，入力しただけです。２回目以降のシミュレーションでは，５年間で予定される設備投資等を全て入力します。また，新規投資だけでなく，新規投資の際発生する既存有形固定資産の除却，売却等が把握でき場合はこの概要だけでもかまいませんのでわかる範囲で入力してください。

⑥-2 実際の長短期借入金を入力  詳細シミュレーション
上記⑥-1 で設備投資を行いました。資金が潤沢にあれば，金融機関からの借入は必要ありませんが，一般的にそれほど資金が潤沢にあるわけではありません。設備投資後の，長短期借入金の入力は，おもに新規の借入金の設定を行います。

入力終了後，シミュレーション シートに戻り，長期借入金については，[ 長期Ａ ] 又は [ 長期Ｂ ] のいずれかを選択します。短期借入金については，[ 短期Ｃ ] 又は [ 短期Ｄ ] のいずれかを選択すると，新規借入，返済，支払利息が自動計算されます。
⑦[ 全て表示 ] のボタンを押して，全ての画面が表示されるようにします。

 ２回目以降のシミュレーションが一巡したら，全ての画面を表示させ，全データを把握しながらシミュレーションを行うのがよいでしょう。

  [ 損益表示 ] [ 資金表示 ] を使って，シミュレーションメニューを小さく表示したのは，シミュレーションを集中して実施するためです。シミュレーション一巡したことで，こんどは全体を鳥瞰しながらシミュレーションを実施することが必要になってきました。

  基本シミュレーションはここで終了です。しかし，イ）シミュレーションシートでは実施できなかった詳細なシミュレーションや，ロ）回転率で貸借対照表のデータを設定するといった，今回のシステムの前提条件から計算される貸借対照表項目の残高の微調整を行うために，必要に応じて 調整シミュレーション を実施しなければならない場合があります。
⑧５期間の変動損益計算書の調整  調整シミュレーション
  ここでは考え方のみ記述し操作については，次章で詳述します。
  シミュレーション シートでシミュレーションの基本は終了していますが，基本シミュレーションでは調整できない限界が何点かあります。この部分を調整するシミュレーションです。
[ 損益調整 ] ボタンで，変動損益計算書を調整する，5期間変動PLの調整 シートへ移動します。
· 営業外収益，営業外費用は，入力したシミュレーションの基礎となるデータと同じ金額が設定されています。営業外収益，営業外費用は変化なしと仮定しています。この営業外収益，営業外費用を調整します。

· 支払利息については，長期借入金，短期借入金のシミュレーションの結果計算される支払利息がセットされています。

· 特別利益，特別損失は “特別” なので，シミュレーションの期間では発生させていません。特別利益，特別損失が発生する場合は調整が必要です。

· 繰延資産償却を決定します。

· 法人税等調整額の消去を決定します。
⑨５期間の貸借対照表の調整  調整シミュレーション
ここでは考え方のみ記述し操作については，次章で詳述します。
[ 貸借調整 ] ボタンで，貸借対照表を調整する，5期間BSの調整 シートへ移動します。

· 貸借対照表項目は基本的に回転日数で自動計算されています。棚卸資産などのように勘定科目が２つ用意されているものは，上の科目が回転日数で自動計算され，下の勘定科目は金額が固定されています。

· 回転日数等で自動計算された勘定科目がすべて妥当だとは言い切れません。5期間BSの調整 シートでひとつひとつの勘定科目の妥当性を検証し，必要に応じて修正します。

３.変動損益計算書の調整シミュレーション　 メニュー№５

(1) 変動損益計算書の調整  メニュー№５

メニュー№５　変動損益計算書の修正 を選択するか，基本シミュレーションから　[ 損益の調整 ]　ボタンで，5期間変動PLの調整 シートへ移動します。

基本シミュレーションで決定した金額と，予想金額が著しく異なっていると判断される場合だけ調整します。
(2)収益・費用の修正方法

５ヶ年の変動損益計算書が基本シミュレーションによって自動計算されています。予想金額と著しく異なる場合だけ，Ｉ～Ｍの列に入力した金額だけ入力した年度以降が加算されて金額が調整されます。マイナスで入力すると減算されます。

(3)営業外収益・営業外費用

営業外収益・費用は基礎データがそのままセットされるようになっています。①支払利息・割引料は各シミュレーションの結果が反映されていますが，割引手形等の割引料は反映されていません。この金額を反映させる必要がある場合は，Ｉ～Ｍ列に入力して金額を調整します。
この項目は，たまっているスクラップを処分して雑収入が計上されるといった場合の調整を実施して下さい。

繰延資産償却（[ 繰延資産償却の設定 ]），法人税等調整額（[法人税等調整額の設定]）もこのシートで実施します。
(4)特別利益・特別損失

特別利益・損失は，“特別”の項目なので，基礎データで計上されている金額を無視し，５ヶ年間　０　で設定しています。固定資産売却損，土地売却益等が発生した場合には，この欄に入力します。

４.貸借対照表の調整シミュレーション　 メニュー№６
メニュー№６　貸借対照表の調整 を選択するか，基本シミュレーションから　[ 貸借地調正 ]　のマクロボタンを選択して，5期間BSの調整 シートへ移動します。

(1) 各勘定科目の妥当性の検討
シミュレーション シートから [ 貸借調整 ] ボタンで ５期間変動ＢＳの調整 シートに移動して金額の調整を行います。

貸借対照表は，①シミュレーション画面回転率で金額が決定される勘定科目，②シミュレーションの基礎となる入力データと同じ金額が設定される勘定科目，③他のシート（例えば 投資シート等）から金額が決定される勘定科目の３つがあります。

決定され，セットされている金額が大きく異なる場合，妥当性を欠く場合はこの ５期間変動ＢＳの調整 シートで調整します。調整シミュレーションになります。

  金額の調整は，５期間変動ＢＳの調整 シートの青で網掛けされた Ｉ～Ｍ列で実施します。Ｉ～Ｍ列に調整額を入力すると入力した期を含めてそれ以降の期に金額が反映されます。プラスでもマイナスでも調整は可能です。
(2)回転率で設定されている勘定科目
シミュレーションの入力データで計算された売上に対する割合（本書では，回転率，回転日数で表している）を基礎に，シミュレーションを通じて金額が決定されている勘定科目です。基本的に修正は必要ありませんが，金額が大きく変化しているときは注意してそれぞれの勘定科目金額を確認する必要があります。

従来のシステムでは，棚卸資産，その他流動資産はすべてこの理論で金額を推計していました。子会社への２億円の貸付金がある産業廃棄物の会社でシミュレーションを行ったとき，売上に比例して，子会社貸付金が増加し，現預金が減少していました。こうした問題に対処するために，新システムでは回転率でセットする勘定科目と，シミュレーションに入力データを５期間そのままセットされる勘定科目にわけています。
回転率で設定される勘定科目としては，①受取手形，②売掛金，③棚卸資産１，④その他流動資産１，⑤支払手形，⑥買掛金，⑦未払金１，⑧その他流動負債１となっています。太文字で表示され，勘定科目の後ろに ※ が記載されています。
(3)５年間同額で計上している勘定科目
      回転率等で金額を推計しにくい勘定科目があります。この勘定科目については，シミュレーションの入力データを同じ金額を設定していますので，調整が必要です。金額がそれほど変化しない勘定科目なら無視しても構わないでしょう。
      ５年間同額で計上している勘定科目としては，①不渡手形，②貸倒引当金，③棚卸資産2，④短期貸付金，⑤無形固定資産，⑥設備支払手形，⑦未払金２，⑧未払配当・役員賞与，⑨未払事業税等，⑩未払消費税等，⑪その他流動負債，⑫社債，⑬退職給与引当金等，⑭長期支払手形，⑮その他固定負債２，⑯資本金，⑰資本剰余金です。
(4)５年間で調整している勘定科目
税効果会計をおこなったときに発生する，繰延税金資産，繰延税金負債については，内容が把握できませんので，システム上５年間で　０　になるように計算しています。
各企業の実態に合わせて調整して下さい。金額的に軽微で，大きな経営的判断を誤らせないような場合は，なにも調整しなくてもかまいません。

(5)他のシートで計算した結果が表示されている勘定科目

      詳細なシミュレーションを行うために有形固定資産，投資等については，投資 シートで計算を行っています。また，シミュレーションシートで概算計算を行っている借入金などがあります。このように，シミュレーションシートや，他のシートで詳細な計算を行った結果を表示している勘定科目があります。こういった勘定科目は I～M列が青で反転表示されていません。修正は他のシートで行い，このシートでは調整しない，できないということになります。

      こういった勘定科目としては，①無形固定資産以外の固定資産全て，②短期借入金，③長期借入金です。なお，短期借入金は，割引手形の調整がある場合だけ，I～M列の青で反転表示されている部分で調整します。
· コメントの表示について

勘定科目毎にどの様な調整を行っているかについては上述したとおりですが，５期間ＢＳの調整 シートのＡ列の勘定科目名のセルには，上記の調整内容についてのコメントが埋め込まれています。カーソルを該当するセルに移動するとコメントが表示されますので調整の参考にしてください。
５.基本シミュレーションでの改善の考え方
(1) 売上高の増加，限界利益率の改善

①前年比での売上増加額を見る

今日の経済状況を考えると売上高を増加させることは難しい。１％増加，２％増加とシミュレーションのボタンを押して，利益を増加させることは簡単だが，増加させた金額がどれほどのウエイトを占めるのかをよく理解してシミュレーションを行なう必要がある。

このシステムでは前年比での　売上増加額　が表示されるようになっているので，この金額を考慮しながら，売上増加を決定する必要がある。

②限界利益の改善のほうが影響大

売上を伸ばすのは難しい。しかし限界利益１ポイントの改善（１％増加させる）と利益にどのような影響が生ずるだろうか？　自社のデータでシミュレーションするとわかるが，売上よりもはるかに大きく利益増加に貢献することがわかる。

一気に限界利益率を５ポイント改善することはできないが，取組みかたによっては５年間で５ポイント，１年間で１ポイント，０．５ポイントの改善なら何とかできそうである。売上を現状維持にして，限界利益率を１ポイントずつ改善した結果どのように税引前利益が変化するのか実感して欲しい。その上で，売上増加と限界利益率の改善に取り組んで欲しい。

(2)固定費の節約

固定費をマクロボタンでシミュレーションして気づくことは，固定費を増加させても，減少させても利益に与える影響は少ないということだ。だから固定費を増加させても良いということにはならないが，意識付けとしての各種固定費の削減は良いことである。

意識の向上を通して利益率等の改善に向かったほうが，経営的な効果は大きいということを理解する必要がある。金額で削減することも大切だが，危機感を持つ，物を大切に扱う，自主的に経費削減に取組むといった意識が利益を生み出す。

固定費の削減によって大きな利益を生み出すような，費用構造をもった会社もあるので，自社のシミュレーションを行なうことで，この利益への影響力を把握して欲しい。

(3)人員の採用・削減

人員の増減は利益に大きく影響してくる。システム上，設定平均人件費の 入力がなければ，計算された実績平均人件費で，人件費を増減させている。
人員を削減すると，基本シミュレーションシートのＪ１で計算されている実績平均人件費の分だけ人件費が削減される。
逆に，１人増加すると，Ｊ１の人件費の分だけ利益は減ってくる。人員の採用は，短期的には生産性を向上させないが，中長期的に売上，利益に貢献させるような指導育成システムをもたなければならない。シミュレーションでは，スタッフを増加させた期で利益が減少しても，中長期的に利益が向上するような計画をたてなければならない。その際，１人当りの生産性という経営指標が自動計算されているので，参考にして人員の増減をおこないます。

Ｌ１の設定平均人件費を入力すると，この金額で人員の増減に応じて人件費が変動するように設定されています。実績平均人件費を使わずに，この人件費でシミュレーションを実施してもかまいません。

(4)運転資本の改善

売上債権回転日数又は棚卸資産回転日数を短縮すると，現預金が増加する。利益は変化しないが，現預金が増加し，キャッシュフローが改善される。

現預金を増加させる一番の方法は，利益を増加させることであるが，運転資本を圧縮しても現預金は増加する。売上債権を１日短縮することで，年間売上÷３６５だけ売上債権の圧縮を通じて現預金が増加する。

売上債権は得意先の関係もあるので，短期間に大きく改善することはできにくい。３～５年かけて５～１０日ほど短縮するようなシミュレーションをおこなって，現預金の増加額をみてみる。

棚卸資産の圧縮も，売上債権の圧縮と同様大きく運転資本改善に寄与する。相手がある売上債権と異なり，棚卸資産はある程度自社でコントロールすることが可能である。各社の実態にあわせた改善日数を入力する。

売上増加，利益率改善，固定費の圧縮ができなければ，売上債権，棚卸資産を圧縮（回転日数を短く）して現預金を増加させなければならない。

買入債務を増加させることで，運転資本を改善する方法もある。新規仕入先に，今までより長い支払条件を提示して改善する方法なら良いが，現在の仕入先の支払を延ばすことは妥当ではない。シミュレーション上は実際の買入債務回転日数と同じ日数を設定したほうが良い。

(5)長期借入金の調達と返済

マクロボタンで概算の返済年数を決定してもよいが，長期借入金は銀行との約定によって返済金額等が長期間決まっているので，この金額をメニュー№51～№66に実際のデータをして入力しシミュレーションに入力したほうが現実的である。

(6)運転資金として調達した短期借入金の返済

上記(1)～(5)までのシミュレーションの結果，現預金が５ヶ年間でシミュレーションを開始した最終年度の現預金を大きく増加する場合は，短期借入金の期末残高を減少させていく。期末残高が減少しているということは，減少した金額だけ，運転資金として借りている短期借入金を返済できたということになる。

(7)税引前利益で確認する

現預金残高は十分だが，利益はどうであろうか。利益については，規範経常利益を達成しているかどうかで判断する。規範経常利益を達成していれば利益水準として十分と判断できる。規範経常利益を達成していない場合は，何年後に達成するかという目標を明確に持って，再度シミュレーションを行なう。

(8)経営分析と格付けで確認する

現預金残高でチェックし，経常利益でチェックした後，最後に経営分析と格付けで確認する。安全性，収益性，成長性，返済能力の４領域で，基礎データの決算書も含めて経営分析の結果が６期間計算されている。

５ヶ年後（最終年度）の経営指標が，シミュレーションも基礎となるデータから計算される経営指標より悪化している場合には，問題である。
特に 格付け評価 については，５年間で正常先（Ａ１～Ａ５）を目指さなければ金融機関からの評価は落ち，資金調達で苦しむことになる。５年後でなくとも，早急にＡランク（正常先）と評価されような経営改善を実現しなければならず，そのための指針がこの５年間中期利益・資金計画と考えてほしい。

(9)キャッシュフローの改善と設備投資

現預金残高，税引前利益（規範経常利益達成率），経営分析と格付けの改善の３つをみながら何度もシミュレーションを行なうことで，５ヶ年間の財務目標を策定する。

バランスの良い成長は必ず，現預金残高を増加させる。この増加した現預金残高を次の成長にために投資を行なうのが次のステップである。

Ⅴ． 経営分析と財務体質の強化  
１．経営分析

メニュー№３７　経営分析と格付け　を選択し，経営分析と格付け シート　へ移動します。

(1)安全性

[image: image11.emf](4) ２回目以降に実施するシミュレーション

シミュレーションの構成 実行するシート
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⑥-2 実際の長短期借入金を入力
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⑧５期間の変動損益計算書の調整

調整シミュレーション１

5期間変動PLの調整シート

⑨５期間の貸借対照表の調整 調整シミュレーション2

5期間変動BSの調整シート
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③資金計画の策定   ～金を貯める～

基本シミュレーション シミュレーション シート

[ 資金表示 ] を左クリック
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シミュレーションの順番
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↓  ↑

⑦[ 全て表示 ] を左クリック 全を表示

↓  ↑

①利益計画の策定   ～儲ける～

①自己資本比率
自己資本比率は企業が投下している資本のうち，自己の投下資本及び利益の蓄積部分の割合を示すもので，比率が高いほど安全性が高い。30％が分岐点で50％以上あれば優秀である。

利益を計上し続けることで純資産の金額を増加させることが改善方法だ。また，遊休資産等を売却して総資産を圧縮することでも改善が図られる。

②ギアリング比率

[image: image12.emf]当年売上高

前年売上高

×100  ）- 1 ＝ （ 売上高増加率


あまりなじみのない経営指標だが金融機関は重視している。純資産と借金の割合がギアリング比率だ。当然だがこの割合は低いほど健全だと判断できる。借金を返済し，純資産を増加させることで改善される。
③流動比率

[image: image13.emf]当年経常利益
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流動比率は短期的な企業の支払能力を示すポピュラーな経営指標である。分子は１年以内に支払期限が来る負債に対して分母は１年以内に回収される資産を対比したもので，この比率が高いほど支払能力があることを表している。130％以上は欲しい。 

(2)収益性

①売上高経常利益率

[image: image14.emf]当年純資産
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経常利益とは，本来の営業活動から生み出された営業利益に，財務活動による損益を加減した利益で，当期間の経営活動からもたらされた純粋な利益を表している。借入金が大きい企業は営業利益を下回るし，財テクによる収益が大きい企業は営業利益を上回っている。業種によって違いはあるものの，一般的に5％程度は欲しい。

②総資本経常利益率

[image: image15.emf]借入金
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※分析上借入金に社債は含めていない。
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企業の投下している全ての財産（総資産）でどれくらい経常利益を稼ぎ出したかの割合と考えるとよくわかる。この総資本経常利益率は大きいほどよい。つまり，少ない財産（総資産）を上手に活用して利益を計上できた。若しくは，同業他社と同じ財産規模なのに，経営効率がよいのでたくさん経常利益を獲得できたと考えてもよい。

③税引前当期利益

議論の余地はないだろう。税金（企業規模によって法人税等は異なってくる）を控除する前で，どれだけの利益を稼いだかである。企業は，経常利益を重視するが，金融機関は特別損益まで考慮した，最終利益が判断基準になってくる。
 (3)成長性

①売上高増加率 

[image: image16.emf]（営業利益＋受取利息）

支払利息
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売上高の前年対伸び率を見るもので，少なくとも経済成長率以上の伸びが実現出来ていないと成長とは言えない。
②経常利益増加率

[image: image17.emf]営業利益＋減価償却費

売上高
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経常利益の前年対伸び率を見ている。売上が形式であるのに対して，経常利益は実質である。今日のように厳しい経済環境下で売上が減少することもあるが，コストダウン等を徹底し，経常利益は下げてはならない。経常利益が漸減すると，だんだんと資金に詰まってくる。
グロスとしての売上高が伸びていても，それ以上に仕入や材料費，外注加工費など，外部への支払が増えていては実質的な成長とはいい難い。実質的な利益である経常利益の伸び率で成長性を判断する。売上高増加率＜経常利益増加率を満たすことが大切である。
③純資産増加率 

[image: image18.emf]純資産

総資産

又は総負債と純資産合計（＝総資本）
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企業の成長は単に売上高や従業員数，総資本といった規模の拡大だけでなく，実質的な充実を伴うものでなければならない。この意味で，自分の財産である，純資産の増加こそ，実質的な成長と考えてよい。厳しい時代である。伸び率がプラスであれば良い。
(4)返済能力（債務返済能力）
①債務償還年数
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いまの経営状態が続いた時，借金は何年で返せるだろうか？減価償却という内部留保まで考慮してその年数を計算している。金融機関が一番重視している経営指標といってもよいだろう。企業は ゴーイング・コンサーン で永続的に続くと考えている。しかし，金融機関は金利を確実に支払って早く借金を返してもらいたい。そしてまた貸したいという気持ちが強い。その結果としてこの債務償還年数を重視している。
減価償却費まで考慮した営業利益が増加すれば，金融機関の格付けは確実に改善すると考えてよい。

②インタレスト・カバレッジ・レシオ
[image: image20.emf]流動資産

流動負債

× 100 流動比率 ＝


企業からすれば余計なお世話だろう。支払利息は経営を行うための調達コストである。この調達コストの何倍利益を稼いでいるかがインタレスト・カバレッジ・レシオだ。支払利息は金融機関にとっては収益である。金融機関が受け取る収益の何倍の収益獲得能力があるかという指標である。企業サイドでは意味のない指標であるが，お金を貸す側の金融機関にとっては大切な指標だ。
③償却前営業利益率

[image: image21.emf]経常利益

売上高

× 100 売上高経常利益率 ＝


売上に対してどれくらい本業で利益を稼いでいるかという営業利益率は大切な経営指標である。この営業利益に減価償却費を加算して償却前営業利益率を計算している。減価償却費は支出のない費用であり，この減価償却費相当額だけ企業に内部留保が蓄積されていると考えられている。この内部留保まで考慮した本業での利益獲得割合だ。
    減価償却費を利益調整で使う企業が多いが，金融機関サイドではこのように企業の実質的な利益獲得能力を評価していることをしっかり理解してほしい。

(5)生産性

  格付けからは除外しているが大切な経営指標なので，個別の計算シートを用意して計算している。メニュー№９から 付加価値 シートに移動して分析結果を参考にしてほしい。
①１人当り年付加価値

企業が経営活動によって新しく生みだした付加価値を従業員数で割ったもので，付加価値の高い企業ほど社会的な貢献が大きいと判断される。 

１人当りの生産性を高め，高い付加価値を実現し，高い給料と生きがい・働き甲斐を持ってもらう企業を目指すのか，低い生産性と安い給料の従業員をたくさん雇用して経営を行うのか，いずれを選択したか判断できる。１人月間１００万，年間で１，２００万を目指したい。

②一人当り平均人件費  

人件費水準は従業員の物心両面を満足させ，貢献意欲を引き出すための基礎的な判断資料となる。 

一人当たり人件費は平均年齢や従業員構成など，また，業界の相場などによって異なるが，高いほど良いことはいうまでもない。大切なことは高い人件費を支払っても尚，労働分配率を適正な範囲に抑えるような高い収益力を維持することである。 

③労働分配率 

労働分配率は，付加価値のうち人件費に配分された割合を示すもので，適正人件費を前提として，分配率が低いほど一般に経営内容はよいと判断される。企業成長のためには，労働分配率は45％程度に抑えたい。

高い人件費水準を実現し，それ以上高い付加価値を達成することで，労働分配率がある範囲で収まってくる。

６０％を超えてはいけない。人件費水準が高いのではなく，付加価値が低いので，高い労働分配率になる。高い労働分配率で推移すると，企業成長の為の内部留保が図れない。

２．規範経常利益
メニュー１３　規範経常利益　を選択し，〈規範経常利益〉シート　へ移動します。

(1)考え方

企業はどの位利益を経常したら良いのだろうか。多ければ多いほど良いが，企業の投下した資本構成に応じてあるべき利益水準を目安にして目標利益を考えたい。目標利益としてのあるべき利益水準を規範経常利益という。
（「創造経営経済学」薄衣佐吉著　白桃書房）

(2)規範経常利益の内容

①商品用役資本　他人資本＝負債

商品用役資本とは，調達した商品，サービスの対価として発生した支払手形，買掛金等で仕入先から調達した資本であり，コストはかからない。

②金融資本　他人資本＝負債

金融資本には金利というコストがかかるが，営業外費用で控除しているので，規範経常利益の計算には含めない。

③企業成長留保　自己資本＝資本

企業の成長は，経済成長と同じだけ成長して初めて現状維持といえる。企業活動に投下した資本も増加（成長）しなければならない。この金額を成長留保という。自己資本の５％程度は欲しい。

④株主配当留保

調達した資本金には資金調達のコストがかかる。配当という形で株主に分配しなければならない。資本金の１０％程度は分配したい。

⑤企業危険引当

調達側のコスト以外に，運用側のリスクを考える必要がある。貸し倒れ，商品の陳腐化といった運用側のリスクを総資本（＝総資産）の２％程度は見ておきたい。

⑥税金引当

上記で計算した金額を残すためには，税金分も考慮しなければならない。この金額を税金引当（法人税等で計上）とする。

(3)規範利益の計算

①企業成長留保　自己資本×５％

②株主配当留保　資本金×１０％

③企業危険引当　総資本×２％

④税金引当

（企業成長留保＋株主配当留保＋企業危険引当）×４６％÷（１－４６％）

⑤規範経常利益　上記合計

※システム上，金融資本利子は計算・表示しているが，規範経常利益の計算からは除外している。
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